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第１節 委託概要 

 

１．本書の位置付け 

本書に記載された事項は、本委託にあたり行橋市が受注者に本質的に求めてい

る事項であり、本業務についての前提条件及び最低限満たすべき基準について定

めたものである。 

また、本委託は、行橋市の水道料金等関連業務の実施にあたり、受付業務、検

針業務、開栓業務、精算業務、調定賦課業務、データ処理業務、未収金収納業務、

給水停止業務及び電算処理業務等を包括的に委託し、市民サービスの向上、業務

品質の向上及び収納率の向上など更なる経営の効率化を図ることを目的とする。 

なお、本業務における「水道料金等」には、下水道使用料・農業集落排水処理

施設使用料を含むものとする。 

 

２．委託期間 

 委託期間は、令和９年４月１日から令和１４年３月３１日までとする。 

 

３．適用法規 

 本委託業務は、次の法規を適用するものとする。 

（１）行橋市水道事業給水条例 

（２）行橋市水道事業給水条例施行規程 

（３）行橋市下水道条例 

（４）行橋市下水道条例施行規程 

（５）行橋市農業集落排水処理施設条例 

（６）行橋市農業集落排水処理施設条例施行規程 

（７）その他関係法令及び関係規程 

 

４．本委託の範囲 

本業務の範囲は下記（１）から（16）のとおりとする。なお、（１）から（15）

までは水道事業に係る業務とし、（16）は農業集落排水事業に係る業務とする。 

（１）受付業務 

（２）検針業務 

（３）検算業務 

（４）調定・更正業務 

（５）各種統計業務等に係る資料作成業務 

（６）収納業務 

（７）精算業務 

（８）開栓・閉栓業務 

（９）滞納整理業務 

（10）給水停止業務 

（11）電算処理業務 

（12）行橋市に対する情報提供サービス 

（13）納付書等の印刷業務 

（14）事務引継 
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（15）その他本委託業務を適切に実施するため市長が必要と認める業務 

（16）農業集落排水事業に係る使用料関連業務 

  ア 受付業務   

  イ 検算業務   

 ウ  調定・更正業務   

 エ  各種統計資料作成業務   

 オ  収納業務   

 カ  精算業務   

 キ  滞納整理業務   

 ク  電算処理業務   

 ケ  行橋市への情報提供業務   

 コ  納付書等の印刷業務  

 サ  事務引継 

  シ その他業務を適切に実施するため市長が必要と認める業務 

 

５．委託料の支払い 

 委託料は、あらかじめ定める額について委託期間を通じて支払う。 

 

６．前提条件 

前提条件とは、本委託について受注者に提案を求めない、行橋市が予め定める

事項及び実施する行為等である。 

（１）受注者が使用できる既存施設 

本委託において、受注者が使用できる事務所及び駐車場は、行橋市が提供する。 

（２）経費の負担区分 

本業務のうち、経費の負担区分は次のとおりとする。 

ア 行橋市が負担する経費 

１）使用者宛郵便物の郵送料 

２）金融機関窓口収納事務手数料 

３）口座振替手数料 

４）コンビニ収納及びスマートフォンアプリ等による決済に係る手数料 

５）クレジット継続払い収納に係る手数料 

  イ 受注者が負担する経費 

   １）人件費（検針・開閉栓作業を含む） 

２）庁舎内の受注者営業エリアの光熱水費（電気・水道）及び電話料 

（ＦＡＸ等を含む） 

   ３）被服費（受注者として相応しい制服を着用すること） 

   ４）備品及び消耗品 

   ５）租税課金（印紙税を含む） 

   ６）電算システム構築及び保守運用費用 

   ７）各種帳票用紙代 

（３）本業務の予定件数等 

 本業務の予定件数は、別紙１及び別紙２のとおりとする。 

（４）実施体制 
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  ア 平日（月曜から金曜）の営業時間は、８時３０分から１７時３０分まで

とし、土曜日、日曜日及び祝祭日の営業については受注者の提案による

ものとする。 

  イ 料金未納に係る給水停止の執行及び解除作業については、２０時まで対

応すること。 

  ウ 事務所の営業時間外の時間であっても次の事項については、必要に応じ

て対応すること。 

   １）定例検針業務 

   ２）料金等の収納業務 

   ３）使用中止に係る検針及び精算業務 

   ４）給水停止及び解除業務 

   ５）災害等発生時における緊急対応業務 

   ６）その他緊急に行う必要がある業務 

（５）業務従事者 

本業務に従事する委託業務従事者（臨時に雇用する者を含む。）について、下

記アからウに掲げる者を配置し、本業務を遂行するために必要な人員数を確保

しなければならない。なお、増員及び欠員の補充については、受注者において

募集し、採用するものとする。 

ア 委託業務責任者 

１）委託契約書等に定められた事項の処理にあたり、本業務を管理監督す

るため委託業務責任者を選任しなければならない。 

２）委託業務責任者の役割は、本業務全般について一切の管理を行い、本

業務の遂行及び運営管理及び業務従事者の指揮監督を行わなければな

らない。 

イ 現金取扱者 

本業務の遂行にあたり、現金取扱者を指定するとともに、領収日付印（以

下「日付印」という。）を調製し、貸与しなければならない。また、現金取

扱者を解除した場合は、日付印を返還させなければならない。ただし、日

付印については行橋市が指定し、承認したものを貸与する。 

ウ 開閉栓主任者 

１）水道開閉栓業務を行うにあたり、給水装置工事主任技術者の資格を有

し、行橋市が認めた者で必要な実務教育を終了した者を、開閉栓主任

者として１名以上設置すること。 

２）水道開閉栓業務について第三者に一部再委託する場合は、行橋市の承

諾を受けることとする。 

（６）電子計算機等 

受注者は、本業務に係る電子計算処理業務を行うにあたり必要な電子計算機

器、ハンディーターミナル、圧着紙郵送機器等は自ら用意し、本業務に対応で

きるよう独自のシステムにより運用するものとする。 

（７）データベース 

  顧客データは、行橋市の所有とする。また、本業務により作成又は更新され

たデータ、履歴情報、帳票レイアウトその他関連情報についても行橋市に帰属

するものとする。なお、顧客データのファイル形式についてはＣＳＶファイル
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とし、データ移行時に必要となるレイアウト情報等と共に受注者に貸与するこ

ととする。 

データ移行に伴う経費については行橋市の負担とし、その金額、範囲につい

ては契約交渉の中で協議することとする。 

（８）セキュリティ 

  受注者は、行橋市から提供された料金システムデータベース及び本業務の遂

行に伴い新たに登録されたデータ（以下「電子データ」という。）を外部に漏ら

してはならない。また、電子計算機類に外部から侵入されないよう不正アクセ

ス対策、ウイルス対策、アクセス権限管理及び操作ログ管理等の必要な情報セ

キュリティ対策を講じなければならない。 

  受注者は、電子データを定期的にバックアップし、電子計算機器類設置箇所

と異なる場所に保管するなど万一に備え電子データの安全を確保しなければな

らない。 

（９）個人情報の保護 

  受注者は、本業務のため個人情報を取り扱う場合は、行橋市環境水道部上水

道課及び下水道課が保有する個人情報の保護に関する規程（平成１４年７月水

道事業管理規程第５号）の規定を遵守し、別に定める委託契約書の個人情報の

保護条項等に基づき、個人情報の保護に努めなければならない。 

（10）災害時における協力 

  災害発生時には、受注者は業務継続に必要な人員及び体制を確保し、行橋市

の指示に従い対応すること。 

 

第２節 委託業務内容 

 

１．業務要求水準 

業務要求水準とは、本委託を実施するうえで、受注者が最低限度充たすべき要

件であり、その具体的手法は受注者からの提案によるものである。 

受注者は委託開始に先立ち、水道料金等関連業務の委託範囲に関する計画書を

策定し、行橋市の確認を得ること。 

 なお、計画書はモニタリング項目を含めて策定すること。 

 

２．本委託の基本水準 

受注者は、自らのノウハウを最大限活用して、水道料金等関連業務を遂行し、

市民サービスの向上、業務品質の向上及び収納率の向上など更なる経営の効率化

を図ること。また、本業務の遂行にあたっては、業務内容を理解し、十分な実施

体制でこれに臨むこと。 

さらに、水道事業等の公益性を十分理解し、地域住民等に対する適切な配慮を

行うこと。 

 

３．目標収納率の設定 

 受注者は、水道料金の現年度分収納率を９９％以上とするように努めなければ

ならない。 

行橋市は、受注者が目標収納率を超えた場合は、報償費として受注者に支払う
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ものとし、超えない場合受注者は違約金として、行橋市に支払うものとする。 

収納率の計算に係る基準日は、１月調定分から１２月調定分までとし、翌年１

月３１日までの収納分とする。ただし、契約初年度は４月調定分からとする。ま

た、滞納分の目標収納率に関しては契約締結後別途協議するものとする。 

報償費、違約金の額は、基準期間における収納額と目標収納率に相当する額と

の差額の１０％に相当する額とする。 

 

４．委託業務 

（１）受付業務 

  なお、アからシまでは水道事業に係る業務とし、スは農業集落排水事業に係

る業務とする。 

  ア 開栓（使用開始）、閉栓（使用中止）及び料金精算の受付 

  イ 使用者及び郵送先変更等の受付 

  ウ 窓口における料金の収納 

  エ 納入通知書の再発行 

  オ 口座振替申請書の受付 

  カ 漏水調査及び減免申請の受付 

  キ 納入済証明書の発行に関すること 

  ク 各種問い合せ等に対する調査及び回答 

ケ 開栓（使用開始）、閉栓（使用中止）、精算、名義変更、口座振替等の電

算入力及び届出書等の作成 

  コ 口座振替依頼書の配布 

  サ 給水申込みに係る契約に関する事務 

シ その他受付業務、入力業務に関すること 

ス 農業集落排水事業に係る使用料関連業務 

  １）使用開始等届の受付 

  ２）使用者異動届の受付 

３）納入通知書の再発行 

４）口座振替申請書の受付 

５）減免申請の受付 

６）納入済証明書の発行に関すること 

７）各種問い合せ等に対する調査及び回答 

８）使用開始等届、名義変更、口座振替等の電算入力及び届出書等の作

成 

９）口座振替依頼書の配布 

10）その他受付業務、入力業務に関すること 

（２）検針業務 

  ア 水道メーター指針値の読み取り（休止中のメーター含む） 

  イ 「使用水量等のお知らせ票」の交付 

  ウ 検針データの入力 

  エ 使用実績が著しく変動した場合の原因調査 

  オ 無届使用者の氏名・使用開始年月日の調査 

  カ 検針時にメーターの不進行及びガラスの破損等を見つけた場合の報告 
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  キ 給水条例違反事項の発見及び報告 

  ク 行橋市が指定する使用者等の調査 

  ケ 新設分の調査及び検針順路の決定 

  コ 緊急時におけるメーターの撤去・回収 

  サ 有収率向上に関すること 

  シ その他検針業務に関すること 

（３）検算業務 

  なお、アからクまでは水道事業に係る業務とし、ケは農業集落排水事業に係

る業務とする。 

  ア 検針後のデータ及び提出書類等の記載内容の確認及び審査 

イ 検針後のデータ及び提出書類等の確認並びに審査の結果、内容が不十分

又は不備なものについての再調査 

ウ 行橋市の指示又は使用者からの苦情等があった検針内容についての再調

査（再調査は、当該検針以前のものも含む） 

  エ 検針内容についての現場の随時確認 

  オ 行橋市の指示による検針従事者への指導 

カ 使用水量の認定、料金減免処理 

  キ 行橋市が指定する使用者等の調査 

  ク その他検算業務に関すること 

  ケ 農業集落排水事業に係る使用料関連業務 

  １）使用料算定に必要なデータの整合性確認 

  ２）料金体系の検算 

  ３）料金減免処理 

  ４）行橋市が指定する使用者等の調査 

    ５）その他検算業務に関すること 

（４）調定・更正業務及び各種統計業務等に係る資料作成業務 

  なお、アからオまでは水道事業に係る業務とし、カは農業集落排水事業に係

る業務とする。 

  ア 調定賦課に関する提出資料等の作成 

  イ 調定更正、還付の必要が生じた場合の資料等の作成 

  ウ 口座振替データの作成及び金融機関への依頼 

  エ 不納欠損に係る資料の作成 

オ その他調定・更正業務及び各種統計業務等に係る資料作成業務に関する

こと 

カ 農業集落排水事業に係る使用料関連業務 

１）調定賦課に関する提出資料等の作成 

    ２）調定更正、還付の必要が生じた場合の資料等の作成 

    ３）口座振替データの作成及び金融機関への依頼 

    ４）不納欠損に係る資料の作成 

    ５）その他調定・更正業務及び各種統計業務等に係る資料作成業務に関

すること 

（５）収納業務 

  なお、アからシまでは水道事業に係る業務とし、スは農業集落排水事業に係
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る業務とする。 

  ア 水道料金等の収納及び消し込み 

  イ 重複及び過誤納が生じた際の連絡票の作成及び報告 

ウ 納入通知書、督促状、催告状等の作成と発送（ただし督促状、催告状等

の発送に伴う決裁は、行橋市で行う） 

  エ あて先不明分の納入通知書等の調査及び配付 

  オ 口座振替処理 

  カ 口座振替不納者への不能通知・納入通知書の作成及び発送 

  キ 行橋市の定める指定金融機関への収納金の納入 

ク 行橋市が指示する還付金等の還付代行 

  ケ 収納日報、月報等の作成 

コ コンビニエンスストア及びスマートフォンアプリ等による収納業務 

サ クレジットカード継続払い収納業務 

  シ その他収納業務に関すること 

  ス 農業集落排水事業に係る使用料関連業務 

１）使用料の収納及び消し込み 

    ２）重複及び過誤納が生じた際の連絡票の作成及び報告 

    ３）納入通知書、督促状、催告状等の作成と発送（ただし、督促状、催

告状等の発送に伴う決裁は、行橋市で行う） 

４）あて先不明分の納入通知書等の調査及び配付 

    ５）口座振替処理 

    ６）口座振替不納者への不能通知・納入通知書の作成及び発送 

    ７）行橋市の定める指定金融機関への収納金の納入 

８）行橋市が指示する還付金等の還付代行 

    ９）収納日報、月報等の作成 

10）コンビニエンスストア及びスマートフォンアプリ等による収納業務 

    11）その他収納業務に関すること 

（６）精算業務 

  なお、アからサまでは水道事業に係る業務とし、シは農業集落排水事業に係

る業務とする。 

  ア 使用者等からの転居等の受付 

  イ 水道料金等の未納有無調査 

  ウ 給水装置使用開始届の受付 

  エ メーター指針の読取及び料金の算出 

  オ 水道料金等の収納 

  カ 日付印の管理 

  キ 転居先調査 

  ク 口座振替停止依頼書の作成 

  ケ 精算金等の納入 

  コ 現地精算実施に伴う日報、月報の作成 

  サ その他精算業務に関すること 

  シ 農業集落排水事業に係る使用料関連業務 

１）使用者等からの転居等の受付 



9 
 

    ２）使用料の未納有無調査 

    ３）転居先調査 

    ４）口座振替停止依頼書の作成 

    ５）その他精算業務に関すること 

（７）開栓・閉栓業務 

  ア 開栓時には、水道使用届を作成すること 

イ 閉栓時の精算は現地精算（未納分を含む。）を原則とする。ただし、やむ

を得ない場合については、口座振替又は納入通知書の発送により処理す

ること 

  ウ 閉栓時は、メーター指針値を読取ること 

  エ その他開栓・閉栓業務に関すること 

（８）滞納整理業務 

  なお、アからウまでは水道事業に係る業務とし、エは農業集落排水事業に係

る業務とする。 

ア 水道料金等が未納となっている使用者に対して、自主納付の促進並びに

口座振替の推進及び収納活動を行う 

  イ 未納者の調査及び滞納整理個票の作成 

  ウ その他滞納整理業務に関すること 

  エ 農業集落排水事業に係る使用料関連業務 

１）使用料が未納となっている使用者に対して、自主納付の促進並びに

口座振替の推進及び収納活動を行う 

    ２）未納者の調査及び滞納整理個票の作成 

    ３）その他滞納整理業務に関すること 

（９）給水停止業務 

  ア 給水停止予定者リストの作成 

イ 給水停止予告通知書及び給水停止通知書の作成及び交付（ただし、通知

書の交付に伴う決裁は、行橋市で行う） 

  ウ 給水停止の執行（ただし、給水停止執行に伴う決裁は、行橋市で行う） 

  エ 給水停止の解除及び料金の収納 

  オ 給水停止結果の報告 

カ 支払誓約書の受領及び履行管理、不履行の場合の給水停止の実行（ただ

し、給水停止執行に伴う決裁は、行橋市で行う） 

  キ その他給水停止業務に関すること 

（10）電算処理業務 

  なお、アからコまでは水道事業に係る業務とし、サは農業集落排水事業に係

る業務とする。 

  ア システムの運用保守管理（付属機器を含む。） 

  イ データの管理（保管、セキュリティ管理及び危機管理を含む） 

  ウ データ入力業務 

  エ 水道料金等の計算業務 

  オ 各種帳票の出力 

  カ 検定満期メーターの取替に係る必要なデータの出力 

  キ 各種統計資料の作成業務 
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  ク システムの構築に関しては行橋市の指示に従うこと 

  ケ 公振くんサービスによる口座振替受付に対応可能となるよう、顧客番号

（お客様番号等）の管理及び連携用データの作成・出力が可能であるこ

と。（別紙３） 

  コ その他電算処理業務に関すること 

  サ 農業集落排水事業に係る使用料関連業務 

１）システムの運用保守管理（付属機器を含む。） 

    ２）データの管理（保管、セキュリティ管理及び危機管理を含む） 

    ３）データ入力業務 

    ４）使用料の計算業務 

    ５）各種帳票の出力 

    ６）各種統計資料の作成業務 

    ７）システムの構築に関しては行橋市の指示に従うこと 

    ８）その他電算処理業務に関すること 

（11）行橋市に対する情報提供サービス 

  なお、アからイまでは水道事業に係る業務とし、ウは農業集落排水事業に係

る業務とする。 

  ア 委託業務監督者の権限により、次の作業ができること 

   １）照会処理 

２）異動処理 

３）出力処理（帳票の打出し） 

  イ その他必要な事項 

  ウ 農業集落排水事業に係る使用料関連業務 

１）委託業務監督者の権限により、次の作業ができること 

     a.照会処理 

b.異動処理 

c.出力処理（帳票の打出し） 

   ２）その他必要な事項 

（12）納付書等の印刷業務 

  なお、アは水道事業に係る業務とし、イは農業集落排水事業に係る業務とす

る。 

  ア 受注者は、翌年度使用する納付書等の印刷物を必要に応じて印刷するこ

と。なお、印刷物には、「検針票」、「納入通知書」、「停水予告通知書」、

「停水通知書」、「督促状」、「口座振替済通知書」、「口座振替不能通知書」

及び「口座振替依頼書」等を含むものとする。 

  イ 農業集落排水事業に係る使用料関連業務 

１）受注者は、翌年度使用する納付書等の印刷物を必要に応じて印刷す

ること。なお、印刷物には、「納入通知書」、「督促状」、「口座振替済

通知書」、「口座振替不能通知書」及び「口座振替依頼書」等を含む

ものとする。 

（13）事務引継 

  なお、アからオまでは水道事業に係る業務とし、カは農業集落排水事業に係

る業務とする。 
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ア 受注者は、当該委託契約を締結する場合、行橋市の仲介により従前の委

託会社と業務の引継ぎを行い順調に業務の履行ができるようにしなけれ

ばならない。 

イ 受注者は、委託期間が満了したとき又は契約が解除されたときは速やか

に委託業務に関する一切の事務を発注者又は後任受託者に引き継がなけ

ればならない。また、引き渡しする各々のデータ等は、行橋市の指定し

た仕様によるものとする。 

ウ 受注者は、当該委託契約が終了となる場合、行橋市が指定する期間は次

の委託会社に業務を引継ぐための措置をしなければならない。 

エ 受注者は、契約の解除があった場合は、履行期間内の行橋市が指定する

期日まで機器及びシステム等を無償で貸し出しするものとする。 

  オ その他事務引継上必要な事項 

  カ 農業集落排水事業に係る使用料関連業務 

１）受注者は、当該委託契約を締結する場合、行橋市の仲介により従前

の委託会社と業務の引継ぎを行い順調に業務の履行ができるように

しなければならない。 

２）受注者は、委託期間が満了したとき又は契約が解除されたときは速

やかに委託業務に関する一切の事務を発注者又は後任受託者に引き

継がなければならない。また、引き渡しする各々のデータ等は、行

橋市の指定した仕様によるものとする。 

３）受注者は、当該委託契約が終了となる場合、行橋市が指定する期間

は次の委託会社に業務を引継ぐための措置をしなければならない。 

４）受注者は、契約の解除があった場合は、履行期間内の行橋市が指定

する期日まで機器及びシステム等を無償で貸し出しするものとする。 

    ５）その他事務引継上必要な事項 

（14）その他本委託業務を適切に実施するため行橋市が必要と認める業務 

  なお、アからウまでは水道事業に係る業務とし、エは農業集落排水事業に係

る業務とする。 

ア 検満メーター交換管理業務 

   １）行橋市の指示に従い、検満メーターのリストを発行し、行橋市へ提出

するものとする 

   ２）行橋市の指示に従い、検満メーター交換に関する通知書を印刷し、行

橋市へ提出するものとする 

   ３）検満メーター交換後に結果リストを発行し、行橋市へ提出するものと

する 

   ４）その他検満メーター交換について必要な事項 

イ 業務状況報告会議 

１）行橋市は、受注者の業務内容及び帳簿並びにその他の事項につい 

て、定期的に受注者と報告会議を開催するものとする 

   ２）行橋市は、必要と認めたときは、受注者と臨時に業務に係る会議を開

催できるものとする。 

ウ 上記（１）から（14）の他、関連する附帯業務の内容については、必要

に応じ発注者と協議して定める。 
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エ 農業集落排水事業に係る使用料関連業務 

１）業務状況報告会議 

  a. 行橋市は、受注者の業務内容及び帳簿並びにその他の事項について、

定期的に受注者と報告会議を開催するものとする。 

     b. 行橋市が必要と認めたときは、受注者は業務に係る会議を随時開催

できるものとする。 

 ２）上記（１）、（３）から（６）まで、（８）及び（10）から（14）までの

他、関連する附帯業務の内容については、必要に応じ発注者と協議して

定める。 

 

第３節 電子計算処理システム遵守事項 

 

１．電子計算処理システム要求水準 

これは本委託を実施するうえで、受注者が最低限度充たすべき要件であり、そ

の具体的手法は受注者からの提案によるものである。 

 

２．ハードウェア 

（１）受注者は、本業務に係る電子計算処理業務を行うにあたり必要な電子計算

機器、ハンディーターミナル、圧着紙郵送機器等は自ら用意し、本業務に

対応できるよう独自のシステムにより運用するものとする。 

（２）使用するサーバー及びハードウェアの設置場所は、行橋市が指定した場所

とする。また、適切な停電対策及びデータバックアップを行うこと。 

   なお、行橋市庁舎西棟２階環境水道部上水道課及び下水道課については、

操作端末及びプリンターをそれぞれ１台ずつ設置することとし、行橋市庁

舎東棟１階環境水道部上水道課(料金窓口)については業務に支障のない台

数を設置すること。 

（３）市庁舎内のネットワークは、受注者が必要に応じて設置すること。 

（４）データバックアップは定期的に行い、障害が生じたときは速やかに復旧で

きるようにしておくこと。 

 

３．ソフトウェア 

（１）行橋市の上下水道窓口業務等（新規・変更・廃止・収納・滞納管理等）に

対応可能なシステムであること。 

（２）地銀ネットワーク株式会社が作成したコンビニ収納及びスマートフォンア

プリ等を利用した決済収納データ（CSV 形式）の読込及び処理が可能なシ

ステムであること。 

（３）クレジット継続払い収納業務に係る請求データの作成並びに収納データの

読込及び消込処理が可能なシステムであること。 

（４）行橋市の上下水道等決算業務及び統計事務に対応可能なシステムであるこ

と。 

（５）各種統計資料及び画面情報について、汎用形式（CSV 形式）で随時出力可

能であること。 

（６）個人管理画面及び水栓管理画面双方から、顧客情報、水栓情報及び履歴情
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報等の照会、変更及び新規登録が可能であること。 

（７）すべてのデータについて、CSV 等の汎用形式により、レイアウト情報を含

め追加費用なく随時抽出可能なシステムであること。 

（８）地方税共同機構が定める仕様に準拠した eL-QR を活用した公金収納に対応

し、収納データの取込及び消込処理が可能であること。（別紙３） 

（９）制度改正、料金改定その他不測の事態に対し、柔軟に対応可能なシステム

であること。 

 

４．データ 

（１）システムに登録されたデータ、履歴情報、帳票レイアウトその他本業務に

関連して作成された情報資産は、すべて行橋市に帰属するものとする。 

（２）現年度データ、過年度データ及び履歴データを含め、現行システムのデー

タを漏れなく移行し、システム移行時、本業務の遂行に支障が出ないよう

にすること。 

（３）現行システムで作成された納付書の消し込みが行えること。 

（４）現行システムからの移行時には、口座テープのデータ変換等、行橋市と受

注者は、充分な協議を持ってシステム移行を行うこと。 

 

５．セキュリティ 

（１）受注者は、行橋市から提供された料金システムデータベース及び本業務の

遂行により新たに登録されたデータ（以下「電子データ」という。）を外部

に漏らしてはならない。また、電子計算機類に外部から侵入されないよう

万全の体制を備えなければならない。 

   受注者は、電子データを定期的にバックアップし、電子計算機器類設置箇

所と異なる場所に保管するなど万一に備え電子データの安全を確保しなけ

ればならない。 

（２）ネットワークは、ウイルス対策を十分に行い、また、委託業務従事者によ

るハッキング等の違法行為がないよう管理監督をすること。 

（３）情報セキュリティ実施手順書を作成すること。また、実施手順が遵守され

るよう業務従事者に対し十分な研修を行うこと。 

 

第４節 遵守事項 

 

１．着用被服 

業務の遂行のため、使用者と接するときは、服装に注意し、批判を受けないよ

うにすること。 

 

２．身分証明書の携行 

（１）使用者を訪問するときは、行橋市が発行した身分証明書を常に携行し、関

係者から身分証明書の提示を求められたときは、これに応じるものとする。 

（２）身分証明書は、顔写真付とする。 

 

３．現場訪問時の言動 
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（１）現場訪問で使用者等の土地又は建物等に立ち入るときは、入口より立ち入

り、目的を告げ、必要な範囲を超えて立ち入らないこと。(不法侵入と誤解

されるような立入りを行わないこと。) 

（２）本業務の遂行にあたっては、言動に十分注意するとともに使用者等の誤解

を招くことがあってはならない。 

 

４．委託業務専念義務 

（１）本業務の遂行にあたり、水道料金等以外の金品その他のものを授受しては

ならない。 

（２）本業務の遂行にあたり、個人の所有物件を破壊しないよう細心の注意を払

わなければならない。 

（３）本業務従事中は、他の営業行為をしてはならない。 

 

第５節 その他 

 

１．事故発生時の報告書の提出 

受注者は、次に掲げる事故等が生じた場合、直ちにその状況を行橋市に報告す

るとともに、事故報告書を作成し提出しなければならない。 

（１）納入済通知書及び日付印の紛失等 

（２）身分証明書の紛失 

（３）水道料金等の紛失、盗難等 

（４）本業務に関する電子データ及びその関連文書等の紛失、滅失及び毀損等 

（５）その他必要があると認められるもの 

 

２．事故等の処理 

上記１に規定する事故等の処理については、行橋市と受注者で協議のうえ行う

ものとする。ただし、受注者において、事故発生時に何らかの措置を講ずる必要

があると判断した場合には、受注者の責任において当該措置を行い後日速やかに

発注者に報告するものとする。 

 

３．災害等発生時における協力 

災害等発生時には、受注者は「水道施設の災害に伴う応援協定書」に基づき行

橋市の指示に従うとともに最大限の協力をすること。 

 

４．電子データ及び関連文書の保存 

受注者は、電子データ及び関連文書を行橋市が指定する期日まで保存しなけれ

ばならない。 

 

５．委託業務状況報告会議の実施 

（１）行橋市は、受注者の業務内容及び帳簿並びにその他の事項について、定期

的に受注者と報告会議を開催するものとする 

（２）行橋市は、必要と認めたときは、受注者と臨時に委託業務に係る会議を開

催するものとする。 
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６．定めのない事項 

本要求水準書に定めのない事項については、行橋市と受注者で協議する。なお、

特別な理由及び緊急を要する場合は、行橋市の指示するところによる。 
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別紙１ 

料金等関連業務委託に係る基準業務量（年間） 

 

１．検針件数            約３６６，０００件 

２．転出精算業務（現金精算以外）    約３，０００件 

３．未収件数              約７，１００件 

４．開栓業務              約３，１００件 

５．漏水減免申請業務            約３００件 

６．停水督促業務           約１４，０００件 

７．停水予告業務            約３，５００件 

８．停水業務                約８７０件 

 

納付書等印刷物数量（年間） 

 

１．検針票         ３，６００ロール 

２．納入通知書      ５８，０００枚 

３．停水予告通知書     ３，５００枚 

４．停水通知書       ２，２００枚 

５．督促状        １６，０００枚 

６．口座振替済通知書    １，０００枚 

７．口座振替不能通知書   ８，０００枚 

８．メーター取替連絡表   ３，０００枚 

 

検針、納付書送付から給水停止までの手順 

 

検針：毎月１日～５日 

 ↓ 

納付書送付：毎月１６日～２０日 

 ↓ 

納付期限：毎月末 

 ↓ 

督促状送付（１期未納者）：請求の翌々月５日頃（１５日納期限） 

 ↓ 

給水停止予告通知書（２期以上未納者）：請求の翌々月２０日頃（３０日納期限） 

 ↓ 

給水停止執行通知書（２期以上未納者）：請求の３ヶ月目の月初め 

 ↓ 

給水停止（２期以上未納者）：給水停止執行通知書送付の５日後頃 
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別紙２  
 

 

農業集落排水事業に係る使用料関連業務  
委託に係る基準業務量（年間）  

 
１．接続件数            約７００件  
２．使用件数            約４６０件  
３．未収件数            約１２０件  
４．使用開始業務          約  ５件  
５．減免申請業務          約 ３０件  

 

 

納付書等印刷物数量（年間）  
 

１．納入通知書            ４２０枚  
２．督促状              １８０枚  
３．口座振替済通知書         ４５０枚  
４．口座振替不能通知書         ６０枚  

 
 

調定から納付書送付、督促状送付までの手順  
 

異動確認：毎月１４日～１５日  
 ↓  
調定確定：毎月１５日～１６日  
 ↓  
納付書送付：毎月１７日～１９日  
 ↓  
納付期限：毎月末  
 ↓  
督促状送付（１期未納者）：請求の翌月１８日頃（月末納期限） 
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別紙３ 

 

 

eL-QR を活用した公金収納 

 

１．地方税共同機構が定める eL-QR 仕様に準拠し、eL-QR を生成・印字し、収納

データの連携及び消込処理が可能なシステムを構築すること。 

２．eL-QR を利用した収納が可能となるよう、関係機関との接続及び連携を行う

こと 

３．地方税共同機構との連動試験を実施し、正常に収納処理が行えることを確認

すること 

４．金融機関及び収納代行業者において QR コード読取及び収納が可能であること

を事前に確認すること 

５．導入時期については、行橋市と協議のうえ決定すること 

 

 

 

公振くんサービスへの対応 

 

１．対象となる市の公共施設等に対し、必要となる顧客番号（お客様番号等）を

適切に付与・管理できること 

２．公振くんサービスによる口座振替受付に必要な顧客データ及び連携用データ

の作成、出力及び取込に対応可能であること。 

３．関係機関（金融機関、サービス提供事業者等）との連携に必要なデータ形式

及び運用に対応できること 

４．導入にあたっては、関係部署（会計課等）との調整内容を踏まえ、必要な設

定・試験を行うこと 

 


